
物流拠点化構想に向けて
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拠点化が目指すゴール01

名 寄

防衛 教育

医療 物流

スポーツ防災

留萌・羽幌方面 紋別・遠軽方面

枝幸・浜頓別方面

JR宗谷線道央道 国道

地域の生産者様や企業様が主体となり、名寄市を中心とした
周辺地域の「生活利便性向上」と「産業活性化」に貢献し

都市部と変わらない生活環境を創出する

生産空間からの人口流出抑制に寄与



周辺地域の取り巻く環境02

■旭川

■名寄

■稚内

19線高規格道路着手
剣淵～名寄間の高規格が完成
すると、災害時の有効活用
（輸送・避難）が可能となる。

2021年3月改正
JR宗谷線の利用が極端に
少ない駅の廃止
地域住民の生活がより困難になる。

定住自立圏域（13圏域）
過去10年間の人口（27％減）
人口：▲30,386人

世帯数：▲3,917人
年少：▲10,432人
老年：＋7,544人
生産：▲29,718人
1次：▲6,030人
2次：▲7,160人
3次：▲6,450人

札幌～稚内間
約320ｋｍ（約5時間）
冬期通行止め多発

札幌～旭川～稚内間約
385ｋｍ（約6時間）

天塩川上流洪水浸水想定区域
中川町～名寄市まで国道・線路が
冠水し物流ライフラインが止まる。



拠点化構想03

再生可能
エネルギー

IOT
データセンター

名寄市強靭化計画

・人命の保護

・救助・救急活動等の迅速な実施

・行政機能の確保

・ライフラインの確保

・経済活動の維持機能

・二次災害の抑制

・迅速な復旧・復興等

・大規模自然災害から市民の生命、
財産及び社会経済機能を守る

・国・北海道の強靭化への貢献と、
北海道、他市町村との連携を促進

・災害に強い地域社会や地域経済の
実現と迅速な復旧、復興体制の確立

目標

物流拠点
防災拠点

安定した環境で
データセンターの運用が可能

有事の際のエネルギー安定供給

広域防災拠点化

・付加価値をつけて流通
・農福連携によるブランディング
・海産物も視野に入れた流通
・広域産品の集約による販売所 ・市民生活の利便性向上

・居住誘導区域における最先端技術
を活用した実証実験のチャレンジ

・市民の生活データ蓄積・分析に
よる新たな政策

・IOT推進による人手不足の対応
・技術開発における民間事業者との連携

・エネルギー販売による産業・雇用の創出
・公共施設維持費削減による市民サービス向上
・経済の市内循環の促進



目指すべきサプライチェーンモデル04

北北海道圏域の生産空間維持・発展に向け、地域の経済、産業、生活基盤をより強固なものにする為、

サプライチェーンの効率化を通じて、行政枠を越え、広域的に地域経済を活性化する。

ビジョン

サプライヤー

商流B

北北海道圏域から道内・全国へのサプライチェーンの効率化

商流A

地域住民

生産者

メーカー
消
費
者

再生可能
エネルギー

IOT
データセンター

物流拠点
防災拠点



納品先・エリア別
に仕分け

流
通
加
工

付帯作業

早朝

深夜

納品条件生産空間
地域経済

生産者・メーカー 重量物

パレット

バルク 小口化 マージ作業 振り分け・手配 納品出荷

工業団地

駅前

住宅地

郊外×

エリア条件

②BOX貸切

③ルート配送

④チャーター便

①宅配便

コーディネート機能

クラウド
発注+在庫管理

～行政・地域産業・物流交通事業者が共有できる仕組みの構築～

目指す物流拠点化グランドデザイン05

Aメーカー工場

Bメーカー倉庫

C卸売倉庫

クロスドック（コンソリデーション機能）

５G・AI
ブロックチェーン

■マテハンの共有＝積載効率＋作業効率
■ICT連動＝（発注情報、郵便番号、仕分けコード）



ＲＦＩＤを内蔵
QRコード

中川各避難所

音威子府各避難所 名寄各避難所
美深避難所

下川各避難所

陸上自衛隊名寄駐屯地名寄警察署

名寄市立病院

各消防署

必要な場所に素早く供給

ヒトの情報 モノの情報

ＲＦＩＤを内蔵
QRコード ＲＦＩＤを内蔵

QRコード

ＲＦＩＤを内蔵
QRコード

ＲＦＩＤを内蔵
QRコード

06 目指す防災拠点化グランドデザイン

地域物流事業者

音威子府役場 下川町役場美深町役場名寄市役所中川町役場


